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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第17期
第３四半期
累計期間

第18期
第３四半期連結
累計期間

第17期
第３四半期
会計期間

第18期
第３四半期連結
会計期間

第17期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 2,174,5992,696,444681,4231,022,7423,516,751

経常損失(△) (千円) △124,275△155,711 △124 △18,656 △8,059

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △141,507△197,549 152 △14,115 △43,857

純資産額 (千円) ― ― 923,770 823,8711,021,421

総資産額 (千円) ― ― 4,269,0594,173,3734,562,460

１株当たり純資産額 (円) ― ― 81,174 72,396 89,755

１株当たり四半期純利益
金額又は四半期(当期)純
損失金額(△)

(円) △12,434 △17,359 13 △1,240 △3,853

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 21.6 19.74 22.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 170,013△17,793 ― ― 472,927

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △10,027 △49,452 ― ― △29,891

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △274,334△280,093 ― ― △280,891

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 615,262 544,414 891,754

従業員数 (名) ― ― 50 90 59

(注)１ 前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成してい

るため、第17期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間は記載せず、第17期第３四半期会計期間及

び第３四半期累計期間に係る提出会社の経営指標等を記載しております。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がなく、また、第17期第３四半期累計期

間及び第18期第３四半期、第17期は１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　
　

３ 【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　
　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 90

(注)  臨時従業員の平均雇用人員は、臨時従業員総数が従業員の100分の10未満のため記載を省略しております。

　

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 44

(注)  臨時従業員の平均雇用人員は、臨時従業員総数が従業員の100分の10未満のため記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円)

建設事業 664,037

(注) １．金額は、工事原価によっております。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３．前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成して
いるため、前年同四半期との比較につきましては記載しておりません。

　

　

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

建設事業 346,984 2,021,571

不動産事業 64,208 130,000

合計 411,193 2,151,571

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．建設事業の受注高につきましては、事業環境の変化により、相手先からのキャンセルによる期首受注残高の減

額分も含みます。

３. 前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成して

いるため、前年同四半期との比較につきましては記載しておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円)

建設事業 729,444

不動産事業 64,208

不動産賃貸事業 227,300

その他 1,789

合計 1,022,742

(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

京都市下京区個人顧客 78,218 7.6

京都市右京区個人顧客 61,846 6.0

京都市北区個人顧客 59,520 5.8

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３. 前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成して

いるため、前年同四半期との比較につきましては記載しておりません。

　

　

　
２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　当社グループは、祝園商業施設（せいかガーデンシティ）建設にかかる設備資金調達のため、平成18年７

月31日に、みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートローンを締結しており、同契約の純資産額に対す

る財務制限条項に抵触する事実が発生しております。

これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しております。

　

　

　
３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　

（1） 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気回復の兆しが見られるものの、雇用状況、所

得環境の低迷から、個人消費の回復までには至りませんでした。企業においても依然として積極的な設

備投資が見られず、厳しい経済状況でありました。

建設業界におきましては、建設市場の低迷が続き、同業者間の競争激化を背景にした受注獲得は引き

続き厳しさを増しており、経営環境は誠に厳しいものとなっておりました。

当社グループにおきましても、京都市内の貸家新設着工件数が前年同期に比べて下回る中で、賃貸マ

ンション市場での厳しい営業競争を強いられております。

このような状況のもとで、業績につきましては売上高は1,022百万円、利益面については営業損失７

百万円、経常損失18百万円、四半期純損失14百万円となりました。

なお、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務

諸表を作成しておりますので、前第３四半期連結会計期間の連結業績については記載しておりません。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（建設事業）

建設事業につきましては売上高729百万円、セグメント利益０百万円となりました。

　
（不動産事業）

不動産事業につきましては売上高64百万円、セグメント利益11百万円となりました。

　
（不動産賃貸事業）

不動産賃貸事業につきましては売上高227百万円、セグメント利益28百万円となりました。

　
（その他事業）

その他事業につきましては売上高１百万円、セグメント利益０百万円となりました。
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（2） 財政状態の分析

（資　産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて12.0％減少し、2,081百万円となりました。これは、完成工事

未収入金が103百万円増加しましたが、現金及び預金が322百万円、販売用不動産が41百万円それぞれ減

少したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて4.7%減少し、2,092百万円となりました。これは、有形固定資産

が４百万円、投資その他の資産が98百万円減少したことなどによります。

　この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて8.5％減少し、4,173百万円となりました。

　
（負　債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて4.5％減少し、1,341百万円となりました。これは、工事未払金

が16百万円、未払金が19百万円、未払法人税等が49百万円それぞれ減少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて5.9％減少し、2,007百万円となりました。これは、減少資産除

去債務が98百万円、繰延税金負債が16百万円増加しましたが、社債が55百万円、長期借入金が172百万円

減少したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて5.4%減少し、3,349百万円となりました。

　
（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて19.3％減少し、823百万円となりました。これは、利益剰余

金が197百万円減少したことによります。

　
（3） キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べて

115百万円増加し、544百万円となりました。

なお、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務

諸表を作成しておりますので、前第３四半期連結会計期間の連結業績については記載しておりません。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは168百万円の増加となりました。

　その主な内訳は、差入保証金の減少が104百万円、仕入債務の増加が73百万円などにより資金増加とな

りました。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは32百万円の減少となりました。

　その主な内訳は、定期預金の預入による支出が32百万円、有形固定資産取得による支出が１百万円な

どにより資金減少となりました。

　　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは20百万円の減少となりました。

　その主な内訳は、短期借入金の増加が37百万円ありましたが、長期借入れの返済が57百万円などによ

り資金減少となりました。
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（4） 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

　

　

（5） 研究開発活動

　該当事項はありません。

　

　

　

（6） 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境は、大変厳しいものであります。景気悪化に伴う新築着工件数の

減少、地価の下落など、これらは売上の減少に重要な影響を与える要因となっております。

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、地域に密着した事業活動により培われ

たノウハウを提供することによって既存営業ルートはもちろん、新規営業ルートへのアプローチを

もって販売チャネルを広げることにより受注確保を図ってまいります。

　さらに、地域に密着した事業活動によるエリアマーケティングをもって採算性の合う用地の仕入れ

及び利益率の低下を抑えるために徹底したコスト低減を図ってまいります。　　　　

　

　

　

（7） 経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境に沿った経営方針を立てておりますが、その環境は不安

定であり、当社の取り巻く環境は厳しさを増すものと考えております。

　今後も引き続き、事業環境の変化に合わせて、硬直化させることのない弾力的な経営方針を立て、当

該方針に基づいた経営戦略を打ち出して事業展開を図ってまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重

要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。　
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000

計 40,000

　

　

　
② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,300 12,300
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（グロース）

単元株制度を採用しておりません。

計 12,300 12,300 ― ―

(注)  提出日現在の発行数には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

　

　

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ― 12,300 ― 260,782 ― 226,282

　

　

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

　

　
(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　　920

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　 11,380 11,380 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 12,300 ― ―

総株主の議決権 ― 11,380 ―

　

　
② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社　シード

京都市山科区椥辻中在家
町８番地１

920 ― 920 7.47

計 ― 920 ― 920 7.47
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 40,50040,45038,00036,50034,00033,70033,00034,85037,800

最低(円) 26,50029,00030,30029,60029,50027,50029,90029,80028,800

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであり、平成22年10月12日

以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(グロース)におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

当社は、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸

表を作成しているため、前第３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算

書並びに前第３四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。その

ため、前第３四半期会計期間及び前第３四半期累計期間の四半期損益計算書並びに前第３四半期累計期間

の四半期キャッシュ・フロー計算書を併記しております。

なお、当該四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書は、「四半期財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日か

ら平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当

第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につい

て、清友監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 613,313 935,604

受取手形・完成工事未収入金等 294,896 187,968

販売用不動産 854,276 895,736

未成工事支出金 35,324 54,740

仕掛販売用不動産 234,675 244,000

原材料及び貯蔵品 － 61

その他 50,730 49,303

貸倒引当金 △1,864 △1,143

流動資産合計 2,081,352 2,366,272

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,536,257 1,540,576

その他（純額） 343,380 343,621

有形固定資産計 ※
 1,879,637

※
 1,884,197

無形固定資産 5,873 6,789

投資その他の資産

その他 214,542 313,234

貸倒引当金 △8,032 △8,032

投資その他の資産計 206,509 305,202

固定資産合計 2,092,021 2,196,188

資産合計 4,173,373 4,562,460

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 255,175 270,316

短期借入金 537,500 500,000

1年内返済予定の長期借入金 246,172 336,175

1年内償還予定の社債 110,000 110,000

未払法人税等 1,538 50,836

賞与引当金 － 10,512

工事損失引当金 8,515 －

その他 182,794 128,471

流動負債合計 1,341,696 1,406,312

固定負債

社債 705,000 760,000

長期借入金 623,954 796,528

退職給付引当金 30,398 33,622

預り保証金 474,736 484,572

資産除去債務 98,866 －

その他 74,849 60,005

固定負債合計 2,007,805 2,134,727

負債合計 3,349,501 3,541,039

EDINET提出書類

株式会社シード(E00302)

四半期報告書

14/37



(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 260,782 260,782

資本剰余金 226,282 226,282

利益剰余金 371,767 569,317

自己株式 △34,960 △34,960

株主資本合計 823,871 1,021,421

純資産合計 823,871 1,021,421

負債純資産合計 4,173,373 4,562,460
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(2)【四半期連結損益計算書】
【当第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,696,444

売上原価 2,422,105

売上総利益 274,339

販売費及び一般管理費 ※
 397,507

営業損失（△） △123,168

営業外収益

受取利息 244

受取手数料 1,275

受取保険金 325

その他 1,060

営業外収益合計 2,905

営業外費用

支払利息 28,984

その他 6,463

営業外費用合計 35,448

経常損失（△） △155,711

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 21,671

固定資産除却損 3,452

その他 915

特別損失合計 26,039

税金等調整前四半期純損失（△） △181,750

法人税、住民税及び事業税 1,071

法人税等調整額 14,727

法人税等合計 15,798

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △197,549

少数株主利益 －

四半期純損失（△） △197,549
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【前第３四半期累計期間】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 2,174,599

売上原価 1,950,190

売上総利益 224,409

販売費及び一般管理費 ※1
 314,381

営業損失（△） △89,972

営業外収益

受取利息 238

受取配当金 0

受取手数料 1,201

有価証券償還益 －

還付加算金 679

その他 1,283

営業外収益合計 3,403

営業外費用

支払利息 31,817

その他 5,889

営業外費用合計 37,706

経常損失（△） △124,275

特別利益

賞与引当金戻入額 3,443

店舗閉鎖損失引当金戻入額 4,000

前期損益修正益 －

その他 1,584

特別利益合計 9,029

特別損失

その他 935

特別損失合計 935

税引前四半期純損失（△） △116,181

法人税、住民税及び事業税 865

過年度法人税等 △878

法人税等調整額 25,339

法人税等合計 25,325

四半期純損失（△） △141,507
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【当第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 1,022,742

売上原価 909,657

売上総利益 113,084

販売費及び一般管理費 ※
 120,961

営業損失（△） △7,877

営業外収益

受取利息 69

受取手数料 505

その他 433

営業外収益合計 1,007

営業外費用

支払利息 9,407

その他 2,379

営業外費用合計 11,786

経常損失（△） △18,656

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 －

固定資産除却損 －

店舗閉鎖損失 633

特別損失合計 633

税金等調整前四半期純損失（△） △19,289

法人税、住民税及び事業税 357

法人税等調整額 △5,531

法人税等合計 △5,174

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △14,115

少数株主利益 －

四半期純損失（△） △14,115
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【前第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 681,423

売上原価 576,435

売上総利益 104,988

販売費及び一般管理費 ※
 93,527

営業利益 11,460

営業外収益

受取利息 58

受取手数料 385

有価証券償還益 －

その他 142

営業外収益合計 585

営業外費用

支払利息 10,493

その他 1,677

営業外費用合計 12,170

経常損失（△） △124

特別利益

貸倒引当金戻入額 140

受取保険金 401

特別利益合計 541

特別損失

固定資産除却損 96

店舗閉鎖損失 －

その他 －

特別損失合計 96

税引前四半期純利益 319

法人税、住民税及び事業税 167

法人税等調整額 －

法人税等合計 167

四半期純利益 152
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【当第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △181,750

減価償却費 105,621

貸倒引当金の増減額（△は減少） 721

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,512

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,223

工事損失引当金の増減額（△は減少） 8,515

受取利息及び受取配当金 △244

支払利息 28,984

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 21,671

固定資産除却損 3,452

売上債権の増減額（△は増加） △106,927

たな卸資産の増減額（△は増加） 59,238

差入保証金の増減額（△は増加） 102,838

仕入債務の増減額（△は減少） △20,124

未払消費税等の増減額（△は減少） △16,471

未成工事受入金の増減額（△は減少） 85,680

預り保証金の増減額（△は減少） △12,581

その他 △9,929

小計 54,959

利息及び配当金の受取額 203

利息の支払額 △22,304

法人税等の支払額 △50,650

営業活動によるキャッシュ・フロー △17,793

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △18,868

無形固定資産の取得による支出 △746

定期預金の預入による支出 △36,338

定期預金の払戻による収入 5,000

出資金の回収による収入 1,500

投資活動によるキャッシュ・フロー △49,452

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,350,000

短期借入金の返済による支出 △1,312,500

長期借入金の返済による支出 △262,577

社債の償還による支出 △55,000

配当金の支払額 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー △280,093

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △347,339

現金及び現金同等物の期首残高 891,754

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 544,414
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【前第３四半期累計期間】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △116,181

減価償却費 110,980

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,050

賞与引当金の増減額（△は減少） △20,200

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,397

工事損失引当金の増減額（△は減少） 2,419

受取利息及び受取配当金 △239

支払利息 31,817

店舗閉鎖損失引当金戻入額 △4,000

有価証券償還損益（△は益） －

たな卸資産評価損 －

固定資産除却損 935

売上債権の増減額（△は増加） 65,511

たな卸資産の増減額（△は増加） 479,477

未収消費税等の増減額（△は増加） －

差入保証金の増減額（△は増加） △99,350

仕入債務の増減額（△は減少） △210,017

未払消費税等の増減額（△は減少） △34,855

未成工事受入金の増減額（△は減少） 8,892

預り保証金の増減額（△は減少） △8,182

その他 △37,219

小計 172,133

利息及び配当金の受取額 239

利息の支払額 △25,180

法人税等の支払額 △216

法人税等の還付額 23,037

営業活動によるキャッシュ・フロー 170,013

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,804

有形固定資産の売却による収入 2,649

無形固定資産の取得による支出 △344

定期預金の預入による支出 △47,955

定期預金の払戻による収入 37,000

有価証券の償還による収入 －

その他 426

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,027
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(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 630,000

短期借入金の返済による支出 △730,000

長期借入れによる収入 130,000

長期借入金の返済による支出 △274,253

社債の償還による支出 △30,000

自己株式の取得による支出 －

配当金の支払額 △81

財務活動によるキャッシュ・フロー △274,334

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △114,347

現金及び現金同等物の期首残高 729,610

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 615,262
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。

これにより、営業損失及び経常損失は4,822千円、税金等調整前四

半期純損失は26,493千円それぞれ増加しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は98,866千円でありま

す。

　

　

　
【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

　

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

　
　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

　
　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額　　587,948千円 　　有形固定資産の減価償却累計額　　　501,718千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　役員報酬　　　　　　　　26,920千円

　　　従業員給料及び手当　　 160,355千円

　　　法定福利費　　　　　　　25,660千円

　　　通信交通費　　　　　　　25,505千円

　　　地代家賃　　　　　　　　25,755千円

　　　租税公課　　　　　　　　13,588千円

　　　管理諸費　　　　　　　　42,458千円
　

前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成

しているため、前第３四半期連結累計期間の（四半期連結損益計算書関係）注記は記載しておりません。

なお、前第３四半期累計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、下記の通りであります。

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　役員報酬　　　　　　　 19,585千円

　　　　従業員給料及び手当　　105,607千円

　　　　法定福利費　　　　　　 14,501千円

　　　　賞与引当金繰入額　　　　1,496千円

　　　　支払手数料　　　　　　 29,499千円

　　　　減価償却費　　　　　　 12,284千円

　　　　地代家賃　　　　　　　 25,875千円

　　　　租税公課　　　　　　　 15,268千円

　　　　管理諸費　　　　　　 　37,290千円
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　役員報酬　　　　　　　　 9,040千円

　　　従業員給料及び手当　　　50,824千円

　　　法定福利費　　　　　　　 8,155千円

　　　通信交通費　　　　　　　 8,097千円

　　　広告宣伝費　　　　　　　 5,298千円

　　　地代家賃　　　　　　　　 8,168千円

　　　管理諸費　　　　　　 　 11,277千円
　

前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成

しているため、前第３四半期連結会計期間の（四半期連結損益計算書関係）注記は記載しておりません。

なお、前第３四半期会計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、下記の通りであります。

前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　役員報酬　　　　　　　  6,000千円

　　　　従業員給料及び手当　　 30,245千円

　　　　法定福利費　　　　　　　4,316千円

　　　　接待交際費　　　　　　　3,377千円

　　　　支払手数料　　　　　　　7,396千円

　　　　減価償却費　　　　　　  3,630千円

　　　　地代家賃　　　　　　　　8,891千円

　　　　租税公課　　　　　　　　6,700千円

　　　　管理諸費　　　　　　 　 8,941千円
　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と

当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

(平成22年12月31日現在)

現金及び預金 613,313千円

預入期間が３か月超の定期預金 △68,898 〃

現金及び現金同等物 544,414千円
　

前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成

しているため、前第３四半期連結累計期間の（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）注記は記載し

ておりません。

なお、前第３四半期累計期間における（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）注記は、次のとおりであ

ります。

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 659,112千円

預入期間が３か月超の定期預金 △43,850 〃

現金及び現金同等物 615,262千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 

至  平成22年12月31日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,300

　

　

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 920

　

　

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

　

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

　

４　株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に建設事業・不動産事業・不動産賃貸事業の本部を置き、それぞれについて戦略を立案し事

業活動を行っています。

したがって、当社は、当該本部を基礎としたセグメントから構成されており、「建設事業」「不動産事

業」「不動産賃貸事業」の３つを報告セグメントとしています。

「建設事業」は主に集合住宅の施工、「不動産事業」は不動産売買、「不動産賃貸事業」は保有不動産等

の賃貸物件による管理業務、「その他事業」は飲食業等を行っております。
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
建設事業 不動産事業

不動産
賃貸事業

その他事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,864,328129,754691,02011,3402,696,4442,696,444

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－　　　 － － － － －

計 1,864,328129,754691,02011,3402,696,4442,696,444

セグメント利益又は損失(△) △17,260△6,035 50,592 6,096 33,393 33,393

　

　

 

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
建設事業 不動産事業

不動産
賃貸事業

その他事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 729,44464,208227,300 1,7891,022,7421,022,742

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － － －

計 729,44464,208227,300 1,7891,022,7421,022,742

セグメント利益 646 11,368 28,249 544 40,809 40,809
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 33,393

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

全社費用(注) △156,561

棚卸資産の調整額 －

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △123,168

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　
当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 40,809

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

全社費用(注) △48,686

棚卸資産の調整額 －

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △7,877

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

　

　

４．報告セグメントの変更等に関する事項

　該当事項はありません。

　
５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

　
なお、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を

作成しているため、第17期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の（セグメント情報）注記

は記載しておりません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

　

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められません。

　

　

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 72,396円
　

　 　

　 89,755円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 823,871 1,021,421

普通株式に係る純資産額(千円) 823,871 1,021,421

差額の主な内訳(千円) 　 　

  新株予約権 － －

  少数株主持分 － －

普通株式の発行済株式数(株) 12,300 12,300

普通株式の自己株式数(株) 920 920

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

11,380 11,380
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２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間
　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △17,359円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △197,549

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △197,549

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 11,380

前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成し

ているため、前第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益は記載しておりません。

なお、前第３四半期累計期間における１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △12,434円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失額の算定上の基礎

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) △141,507

普通株式に係る四半期純損失(千円) △141,507

普通株式の期中平均株式数(株) 11,380

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

平成17年７月25日取締役会決議
による新株予約権については、平
成21年９月30日をもって権利行
使期間満了により失効しており
ます。
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当第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △1,240円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △14,115

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △14,115

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 11,380

　
前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成

しているため、前第３四半期連結会計期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額は記載しておりません。

なお、前第３四半期会計期間における１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額は、次のとおりであります。

　

前第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 13円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 152

普通株式に係る四半期純利益(千円) 152

普通株式の期中平均株式数(株) 11,380
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

　

　

　

　

　

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社シード(E00302)

四半期報告書

34/37



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社シード(E00302)

四半期報告書

35/37



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

株式会社シード

取締役会  御中

　

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士   平    岡    彰    信     印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士   中    野    雄    介     印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シードの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第17期事業年度の第３四半期会計期間(平成21

年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シードの平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
追加情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年１月13日開催の取締役会において平和建設株式

会社の株式を取得し、同社の子会社とすることを決議し、平成22年１月14日に同社の株式を取得している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月14日

株式会社シード

取締役会  御中

　

清 友 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士   中　　野　　雄　　介     ㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士   小　　西　　一　　成     ㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シードの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シード及び連結子会社の平成22年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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